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維持補修費（2.8%）7億9,399万8千円

積立金・出資金・貸付金（1.9%）
                         5億5,601万2千円

補助費等（14.1%）
40億2,700万4千円

公債費（9.9%）28億4,029万2千円

人件費（13.7%）39億2,154万8千円

扶助費（20.9%）59億5,530万1千円

一般会計当初予算

総額
285億8,700万円

歳出 歳入

自主財源
（30.2％）

依存財源
（69.8％）

投資的経費
（15.0％）

その他経費
（40.5％）

義務的経費
（44.5％）

諸収入（5.2%）14億8,277万9千円
繰入金（2.0%）5億7,838万1千円
使用料及び手数料（1.4%）4億269万7千円
繰越金（0.9%）2億5,000万円
分担金及び負担金（0.3%）8,758万8千円
財産収入、寄附金（0.2%）5,993万7千円

市税（20.2%）
57億6,266万5千円

国庫支出金（14.4%）41億2,867万7千円      

市債（14.3%）40億7,470万円

県支出金（6.7%）19億248万6千円

地方交付税（29.0%）83億円

地方譲与税、
地方消費税交付金ほか（5.4%）15億5,709万円
地方譲与税、
地方消費税交付金ほか（5.4%）15億5,709万円

普通建設事業費等（15.0%）
42億9,961万円

繰出金（9.3%）26億4,459万2千円
物件費（12.4%）35億4,864万3千円

税は、個人市民税や固定資産税などの増によ
り、前年度より 5,577 万９千円増加していま

す。
　地方交付税は、国の地方財政計画のほか、合併
算定替の縮減、国勢調査人口の減の影響が見込ま
れるため、前年度より３億円減少しています。
　繰入金は、財政調整基金繰入金、庁舎建設基金
繰入金などの増により、前年度より４億 8,819
万９千円増加しています。
　市債は、庁舎整備事業債、能代球場整備事業債
などの減により、８億 6,430 万円減少しています。

　 件費は、職員の給与、共済費などの減により、
前年度より１億 1,716 万６千円減少していま

す。
　扶助費は、臨時福祉給付金給付事業費や福祉医
療費などの増により、前年度より２億 8,450 万８千
円増加しています。
　物件費は、固定資産台帳整備及び公共施設等総
合管理計画策定事業費や防災関係機器移設事業費
などの増により前年度より１億 3,617 万２千円増加
しています。
　普通建設事業費等は、庁舎整備事業費、能代球
場整備事業費、耐震補強事業費などの減により、
10 億 4,745 万３千円減少しています。

※市民１人あたりの額は、予算額を平成28年２月末日の人口（56,043人）で割り返したものです。

歳入予算の特徴歳出予算の特徴

議 会 費
総 務 費
民 生 費
衛 生 費
農林水産業費
商 工 費
土 木 費
消 防 費
教 育 費
公 債 費
そ の 他
合 　 計

2億3,026万5千円
44億4,712万3千円
100億1,057万円

19億2,502万1千円
10億6,511万6千円
10億2,507万円

35億1,668万1千円
13億6,889万2千円
21億683万8千円

28億4,029万2千円
5,113万2千円

285億8,700万円

4,109円
79,352円
178,623円
34,349円
19,005円
18,291円
62,750円
24,426円
37,593円
50,680円
912円

510,090円

市議会の運営に
まちの行事や防災、市役所や出張所の管理などに
高齢者や障がい者、小さな子どもたちなどのために
ごみの収集運搬、健康診査や予防接種などに
農業や林業の振興などのために
中小企業の振興や工業振興、観光振興などのために
道路や下水道の整備などに
消防活動や救急業務などに
学校や文化・体育施設などの教育関係に
市の借入金返済に
災害など緊急時の予備などに

使　い　道　の　内　容使　い　道 予　算　額 市民１人当たり
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